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導入のための費用が高い 

知識が経営層・管理職層に不足 

推進役となる社員がいない 

導入すべき事業・業務がない 

情報保護のセキュリティ面が不安 

現状のＩＣＴ環境で十分である 

ＩＣＴ化以外の方法に取り組む 

相談、提案をしてくれる先がない 

自社だけ導入しても意味がない 

新たなＩＣＴ投資をする考えはない 

その他 

無回答 

（ICT の例） 

販  売  面：顧客情報をデータベースで管理し、顧客ニーズに応じた品揃えを実施 

         営業係が外出先でも簡単な業務対応ができるようタブレット端末を導入 

 在庫管理面：ペーパレス化と同時に受発注業務・倉庫受け出し業務を効率化 

 人事労務面：シフト管理、出退勤管理、給与自動計算のシステムを一元化 

 財務経理面：e-Tax の利用による申告手続きの効率化、経理システム導入…等  

 

 

 

２．取り組みが進まない理由・背景について【複数回答】 

（１．で「取り組んでいない」と回答した企業のみ集計）  

 

 

 

 

 

 

 ICT 化に向けた取り組みが進まない理由としては、「導入のための費用が高い（４５．

６％）」が最も高い結果となった。 

 また、「知識が経営層・管理職層に不足（３９．５％）」、「推進役となる社員がいない

（３４．５％）」といった、人的な要因も高い割合を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n =930 
（％） 
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■ 中小企業の声（自由記載欄） 

・体力的や能力も、若い方に引けをとらない方もいるが、誰しもがそういう訳にはいかな

い。そのような中で高齢者雇用がこれ以上義務化となれば、会社の負担が増えるだけで

ある。（青森 卸売・小売業） 

・障害者雇用に関するガイドラインの周知、情報が不足している。（宮城県 製造業） 

・一定の条件のもとに、海外からの人材受入れを容易にしてほしい。（栃木県 宿泊・飲食

業） 

・運輸業界においては、長時間労働を削減するため努力しているが、その分乗務員の年収

が少なくなり、人手不足が加速してしまう。荷主の運賃の値上げが長時間労働、人手不

足の解決になるかと思う。（群馬県 運輸業） 

・同一労働同一賃金の基準について、机上の空論で明確にすることは無理だと思う。（千葉

県 その他サービス業） 

・「１０３万円、１３０万円の壁」を意識して働く社員が多いため、賃金を上げたら就労調

整されてしまう。先ずは働けば働くほど報われる制度を構築すべきである。（東京都 そ

の他サービス業） 

・社員に育休を取得してほしいと思うが、一方、その間他の人材を雇う必要があり、理想

ばかりを追えない現実に苦しんでいる。（東京都 製造業） 

・保育園の整備に対し、消費税（税負担）を使用してほしい。（岐阜県 製造業） 

・同一労働同一賃金は、競争の原理の観点から、資本主義においては無理だと思う。（静岡

県 その他） 

・近年は、求人募集に対して正社員はおろか、パートタイマーも集まらない。（愛知県 製

造業） 

・貨物運送業では、荷主従属の関係上、長時間労働の削減が少しも進まない現状である。

（滋賀県 運輸業） 

・女性のパート社員が保育に絡んで退職してしまう。保育施設の充実を望む。（大阪市 卸

売・小売業） 

・高齢者の雇用については、労災の多さが問題になっている。高齢者の活躍は業種、業態

によって異なるものであるので、雇用延長の義務化は問題であると思う（鹿児島県 製

造業） 

 

以 上 

 

 

 


